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1. はじめに

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨災害により、鬼怒川の下流部では堤防が決壊するなど、氾

濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長時間の浸水が発生した。また、これらに避難

の遅れも加わり、近年の水害では類を見ないほどの多数の孤立者が発生した。

このようなことから、国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に対して「大規模氾濫

に対する減災のための治水対策のあり方について」が諮問され、平成 27 年 12 月 10 日に「大

規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変革による「水防

災意識社会」の再構築に向けて～」が答申された。

国土交通省では、この答申を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、

全ての直轄河川とその氾濫により浸水のおそれのある市町村（109 水系、730 市町村）にお

いて、水防災意識社会を再構築する協議会を新たに設置して減災のための目標を共有し、

平成 32 年度を目処にハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進することとした。 

芦田川の直轄区間では、この「水防災意識社会再構築ビジョン」を踏まえ、地域住民の

安全・安心を担う沿川の福山市、府中市、広島県、広島地方気象台、中国地方整備局で構

成される「芦田川水系大規模氾濫時の減災対策協議会」を平成 28 年 11 月 30 日に設立し、

減災のための目標を共有し、平成 32 年度を目処にハード・ソフト対策を一体的、計画的に

推進することとした。

 芦田川流域の特性として、八田原ダムから府中市目崎町までの区間においては、河川と

山に挟まれた狭窄な地形となっており、洪水時に道路交通網が遮断されると集落の孤立化

の恐れがある。また、府中市目崎町から下流においては、府中市街地、福山市街地が広が

り、人口、資産、行政・医療機関、国道、鉄道等が多数存在しているが、いずれも低平地

となっており、一度氾濫が起これば、広範囲に浸水被害が広がるとともに、浸水時間が長

期化するなどの氾濫特性をもち、これまでも昭和 20 年 9 月の枕崎台風、昭和 47 年 7 月洪

水、平成 10 年 10 月の台風 10 号において大きな被害が発生したところである。近年におい

ては平成 28 年 6 月に芦田川水系瀬戸川の支川において堤防決壊、内水氾濫が発生している。 

芦田川では、平成 20 年 12 月に「芦田川水系河川整備計画」を策定し、平成 10 年 10 月

洪水が再び発生した場合でも家屋の浸水被害の発生を防止することを目標として、河川改

修事業を推進してきたところである。しかしながら、現在の整備水準を上回るような洪水

が発生した場合には、大規模氾濫が発生する危険性は否めないところである。今後、公表

予定である想定最大規模降雨による洪水浸水想定は、これまでの実績洪水より、さらに浸
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水面積や浸水深が大きく、洪水継続期間が長いことから、その被害はより甚大になるもの

と予想される。

本協議会では洪水被害が発生しうるという視点に立ち、過去の災害の教訓から課題を抽

出し、概ね５か年の防災・減災対策の目標を『氾濫水が貯留する府中・福山市街地や、府

中市上流の狭窄部の孤立化等の氾濫特性などをふまえた実効性のある防災・減災対策を推

進し、「逃げ遅れゼロ」「社会経済被害の最小化」を目指す。』と定めた。

この目標に対して、各課題から派生する取組方針とその具体的な内容を抽出した。抽出

にあたっては、これまでに本協議会を構成する各機関が既に防災・減災対策に着手してい

ることを鑑み、施策に配慮した取組方針を提示している。

主な取組の具体的な内容としては、以下のとおりとりまとめた。 

・広島県東部における社会、経済、文化に対して重要な役割を担う府中市、福山市が

広範囲かつ長期間浸水が継続するという水害リスクを住民など広く一般に周知する

ため、住民の水防災意識の向上に資する説明会や、出前講座等を活用した防災知識

の普及を図る。また、関係機関が連携し、地区防災計画の作成促進、地区防災リー

ダーの育成を促進していくことで、地域一体となった防災体制の向上を図る。

・社会経済活動の早期再開、国道や鉄道網途絶の影響を最小限化を図るため、氾濫水

位を早期に低下させ、速やかに氾濫水を排水するための排水計画の検討（平成 30 年以

降）や、排水に関する訓練を実施する。

・ハード対策では、洪水氾濫を未然に防ぐ対策として堤防整備などの実施に加え、避難

行動、水防活動に資する基盤、危機管理型ハード整備等を実施する。

・ソフト対策では、住民・協議会構成機関が、「水防災意識社会の再構築」に向け、継続

的な取組に加えて、新たな防災・減災対策を実施する。なお、主体となる機関だけで

はなく、関係機関の相互支援を前提とする。

協議会は今後、毎年出水期前に関係機関が一堂に会し、取組の進捗状況を確認するとと

もに、必要に応じて取組方針を見直す。また、実施した取組について訓練等を通じて習熟、

改善を図る等、継続的なフォローアップを行うこととする。

なお、本取組方針は、本協議会規約第５条に基づき作成した。
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2. 本協議会の構成員

本協議会の参加機関及び構成メンバーは、以下のとおりである。

参加機関 構成メンバー

福山市 市長

府中市 市長

広島県 土木建築局長

気象庁 広島地方気象台長

中国地方整備局 福山河川国道事務所長 

中国地方整備局 八田原ダム管理所長
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3. 芦田川の概要と主な課題

3.1. 芦田川の概要 

芦田川は、その源を広島県三原市大和町大字蔵宗（標高 570m）に発し、世羅台地を貫流

し、矢多田川、御調川等の支川を合わせ府中市に至り、その下流で神谷川、有地川、高屋

川等を合わせ、神辺平野を流下し、さらに瀬戸川を合わせて福山市箕島町において瀬戸内

備後灘に注ぐ、幹川流路延長 86km、流域面積 860km2の一級河川である。 

芦田川流域は、広島県東部に位置し、人口規模が広島県第 2 位の福山市を中心に府中市 

などを擁し古くから備後地方における社会、経済、文化に対して重要な役割を担っている。

芦田川の過去の主な水害としては、芦田川の本格的な改修の契機となった大正 8 年 7 月

の大洪水、府中市に大災害をもたらした昭和 20 年 9 月洪水や昭和 47 年 7 月洪水等が知ら

れているほか、近年では平成 10 年 10 月洪水において、浸水被害が発生している。 

芦田川の本格的な改修工事の契機となった大正 8 年 7 月の大洪水以降、築堤、掘削、護

岸等の河川整備が進んだことで、堤防が概成、また、平成 10 年 4 月には八田原ダムが完成

している。その後、平成 20 年には河川整備計画を策定し、事業を推進しているところであ

る。 

3.2. 主な課題 

治水事業の現状と、過去から現在に至るまでの芦田川の水害特性を踏まえた課題は、以

下のとおりである。 

○芦田川の洪水被害においては、平成 10 年 10 月洪水（台風 10 号）以降、大規模な洪水

被害は発生していない。近年では、平成 28 年 6 月に、瀬戸川の支川である猪之子川の

決壊、福川の内水氾濫が発生したことで、関係機関から成る「瀬戸川流域における治

水対策検討会」において、瀬戸川水系における治水対策を検討している。

○芦田川においては、河川改修の推進、八田原ダムの完成、また降雨が少ないという地

域特性により、河川氾濫による洪水被害、災害経験が他河川と比べ少なく、このよう

な背景から、地域が洪水に対する危機感が薄れつつある。しかし、芦田川における河

川整備の現状としては、計画堤防高に満たない堤防や質的整備が完了していない堤防

があり、現在の整備水準を上回る洪水に対して、浸水被害が懸念されることから、

想定される浸水リスクを住民に周知する必要がある。
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○府中市街地、福山市街地の地盤高が洪水水位より低いという特徴から、一度氾濫が発

生した場合には、沿川における広範囲に浸水域が拡がるだけでなく、水はけが悪く長

時間浸水することとなり、重大な被害が発生するといった水害リスクが、住民には十

分に認知されていない。また、八田原ダムから府中市目崎町については、河川と山に

挟まれた狭窄部であり、洪水により、避難経路が遮断された場合は、孤立化の恐れが

ある。そのため、氾濫域や早期避難が必要な地域の情報など、的確な避難行動のため

に必要な情報の提供・周知が必要であるとともに、芦田川の特徴を踏まえ、浸水を一

日も早く解消するための排水計画の作成と効果的な水防活動を実施するための訓練等

が必要である。

以上の課題を踏まえ、芦田川水系の大規模水害に備えた具体的な取組を実施することに

より、「水防災意識社会」の再構築をめざすものである。
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4. 現在の取組状況

本協議会では、協議会構成機関における洪水時の情報伝達や水防に関する事項等につい

て現状の取組を踏まえた更なる課題を抽出し、平成 32年度までに達成すべき目標を掲げて、

参加機関が連携して取り組む内容を以下のとおりにとりまとめた。（別紙－１参照）

協議会構成機関が現在実施している主な減災に係る取組と課題は、以下のとおりである。 

 なお、本協議会で対象とする芦田川水系とは、一級河川芦田川のうち、芦田川、高屋川

を示す（直轄区間に限る） 

①情報伝達、避難計画等に関する事項

項 目 ◯現状 と ●課題

避難勧告等の発令

基準等について 

◯地域防災計画に基づく災害対応マニュアルに避難勧告等の発令基準を

定めている。

●避難勧告等の基準を定めているが、住民の具体的な避難行動

に繋がっていない恐れがある。
Ａ 

避難場所・避難経

路について 

○避難場所は、地域防災計画において地区毎に設定している。

○避難場所についてはエリアメールにより開設避難所を指定している。

●現状の避難場所、避難経路について大規模氾濫時の有効性を

検証する必要があるとともに、要配慮者施設の避難計画の作

成促進を図る必要がある。

Ｂ

●市内の広範囲が浸水する場合等を想定し、市内だけでなく隣

接自治体の避難場所への広域避難や避難経路についても事前

に検討・調整しておく必要がある。

Ｃ

住民等への情報伝

達の体制や方法に

ついて 

◯河川水位、洪水予報、ＣＣＴＶ映像の情報をウェブサイトやテレビ等

を通じて伝達している。

●情報の入手のしやすさや切迫感の伝わりやすさを向上させる

必要がある。
Ｄ

地区防災計画の促

進・防災リーダー

の育成 

◯地区毎の防災計画の作成促進、防災リーダーの育成など、ワークショ

ップや説明会を実施している。

●今後も継続的に、地区防災計画の作成支援、防災リーダー育

成を図り、地区毎の防災計画作成促進、防災体制の向上を図

る必要がある。

Ｅ
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②水防に関する活動

項 目 ◯現状 と ●課題

河川水位等に係る

情報提供について 

○府中市（府中市こどもの国：ＰＯＭ）、福山市（芦田川出張所）に設置

しているカメラについて、ライブ映像（静止画・約 3 分更新）を水防

警報発表状況と合わせてウェブサイトで公開している。

●水防団に対し迫り来る危機を認識してもらうためには、広範囲

において、リアルタイムでの動画配信を検討する必要がある。 
Ｆ

河川の巡視区間に

ついて 

○出水時には水防団等と河川管理者がそれぞれ河川巡視を実施してい

る。

●現状の巡視ルート・区間について、大規模氾濫時の有効性を検

証する必要がある。
Ｇ

●堤防決壊の恐れのある箇所で土のう積み等の水防活動が的確

に行われるよう、河川巡視で得られた情報を河川管理者と水

防団等で共有する必要がある。

Ｈ

●水防団の連絡体制の不備等による、出動、初動対応の遅れや混

乱が生じる可能性がある。
Ｉ

水防資機材の整備

状況について 

○水防資機材については、河川管理者と水防管理団体が各々水防倉庫等

に備蓄している。

●水防団等と河川管理者が連携して的確な水防活動を推進する

ため、水防資機材にかかる情報を共有し、適切な配置を検討す

る必要がある。

Ｊ

③河川管理施設等の整備に関する事項

項 目 ◯現状 と ●課題

堤防等河川管理施

設の現状の整備状

況 

○芦田川水系河川整備計画を平成 20年 12 月に作成。

○築堤、河道掘削を河道整備のメインにし、過去の被災状況、上下流の

治水バランス、事業効果の早期発現等を踏まえた整備順序に従い事業

を推進する。

●治水対策メニューの決定及びメニューに基づいた河川整備

を行う必要がある。
Ｋ

●洪水を安全に流すためのハード対策及び被害軽減を図るた

めの堤防構造の工夫を行う必要がある。
Ｌ
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項 目 ◯現状 と ●課題

八田原ダムの洪水

時の操作・運用 

◯ダム下流河川の洪水被害を出来るだけ軽減させるため、ダム下流水位

状況に応じて、今後の降雨量を勘案しながら、ダム残貯水量の有効活用

を図る、特別防災操作（適応操作）を試行中である。 

●特別防災操作を的確に実施して効果を発現させるためには、

更なる流入量予測等の精度向上が必要である。
Ｍ

④氾濫水の排水運用等に関する事項

項 目 ◯現状 と ●課題

排水施設、排水資機

材の操作・運用につ

いて 

○洪水時には必要に応じ、各排水機場を稼働、また、内水被害等に対応

するため、排水ポンプ車の整備・配置を行っている。

◯平成 28 年 6 月の支川決壊、内水被害の発生時に排水ポンプ車を派遣

し、排水活動を行った。 

●大規模水害に適応するため、既存施設や排水資機材を活用し

た効果的な排水対策計画を検討する必要がある。
Ｎ



9 

5. 減災のための目標

円滑かつ迅速な避難や的確な水防活動の実施、及び氾濫水の排水等の対策を実施するこ

とで、協議会構成機関が連携して平成 32年度までに達成すべき目標は以下のとおりとした。 

【５年間で達成すべき目標】 

氾濫水により甚大な被害が想定される、府中・福山市街地や、上流の狭窄部

の孤立化等に対し、氾濫特性などをふまえた実効性のある防災・減災対策を推

進し、「逃げ遅れゼロ」「社会経済被害の最小化」を目指す。 

※逃げ遅れ ・・・立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態

※社会経済被害の最小化・・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態

【目標達成に向けた３本柱の取組】 

上記目標の達成に向け、洪水氾濫を未然に防ぐ対策等に加え、芦田川において以下の項

目を３本柱とした取組を実施する。 

１．迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組 

２．氾濫特性に応じた効果的な水防活動 

３．長期化する浸水を一日も早く解消するための排水対策 
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6. 概ね５年で実施する取組

氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」を再

構築することを目的に、各構成機関が取り組む項目を次のとおり設定した。 

なお、主な取組項目については、各構成機関が連携して行っていくものとし、現状実施し

ている施策や実施予定の施策については、今後も継続的に実施していくものとして位置付

けた。 

6.1. 洪水氾濫を未然に防ぐ対策 

各構成機関が実施するハード対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組機関については、

以下のとおりである（別紙－２参照）なお、「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」等については、

平成 32 年度以降についても、河川整備計画等で位置づけられている対策を対象に、20～30

年かけて引き続き対策を実施する。 

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策

・流下能力対策

・浸透対策

KL 継続実施 

（平成 32 年度以降） 

中国地方整備局 

■危機管理型ハード対策

・天端の保護 KL 継続実施 

（平成 32 年度以降） 

中国地方整備局 

■ダムの効果的・効率的な運用

・下流河川の被害を軽減するため、流入

量予測等の精度向上により更なる効率的

な運用を実施 

M 

H25 年度より特

別防災操作（適

応操作）を試行

中 

中国地方整備局 



11 

6.2. 目標達成に向けた３本柱の取組 

各構成機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組機関については、

下記のとおりである（別紙－２参照） 

①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

■広域避難を考慮したハザードマップの

改定・周知等

・広域避難計画の策定 ABC 平成 32 年度 福山市、府中市、

広島県、気象庁、

中国地方整備局 

・要配慮者利用施設の避難計画の作成及び

訓練の促進 

ABC 平成 29 年度～ 福山市、府中市 

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区

域図、氾濫シミュレーションの公表 

BC 平成 29 年度 中国地方整備局 

・広域避難を考慮したハザードマップの改

定・周知 

BC 平成 29 年度～ 福山市、府中市 

■タイムライン（防災行動計画）に基づく

実践的な訓練

・タイムラインに基づく実践的な訓練 ABC 平成 29 年度～ 福山市、府中市、

広島県、気象庁、

中国地方整備局 

■防災教育や防災知識の普及

・防災リーダー研修 CE 継続実施 福山市、府中市 

・地区防災計画の作成支援 CE 継続実施 福山市、府中市 

・水防災に関する説明会、出前講座を活用

した講習会の開催

EF 継続実施 福山市、府中市、

広島県、気象庁、

中国地方整備局 

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や

「警報級の現象」等の改善（水害時の情

報入手のし易さをサポート）

D 平成 29 年度～ 気象庁 
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主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

・スマートフォン等へのプッシュ型洪水情

報発信 

DF 平成 29 年度～ 中国地方整備局 

・ライブカメラの情報をリアルタイムで提

供 

DF 平成 29 年度～ 中国地方整備局 

②氾濫特性に応じた効果的な水防活動

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

■より効果的な水防活動の実施及び水防

体制の強化

・関係機関が連携した水防訓練の実施 GHIJ 平成 29 年度～ 福山市、府中市、広島県、

気象庁、中国地方整備局 

・水防団等への連絡体制の再確認、水防団

同士の連絡体制の確保と伝達訓練の実

施

GHIJ 平成 29 年度～ 福山市、府中市 

・水防団や地域住民が参加する洪水に対し

リスクが高い区間の共同点検

GHIJ 継続実施 福山市、府中市、

中国地方整備局 

・地域の建設業者による水防支援体制の検

討・構築 

GHIJ 継続実施 福山市、府中市、

中国地方整備局 

■避難行動、水防活動、排水活動に資する

水防資機材の配備

・避難行動や水防活動を支援するための水

防資機材等の配備

J 平成 29 年度～ 福山市、府中市、広島県、

中国地方整備局 

③長期化する浸水を一日も早く解消するための排水対策

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

■排水計画（案）の作成および排水訓

練の実施

・排水機場・樋門・水門等の情報共有

を行い、大規模水害を想定した排水

計画を検討及び訓練の実施

N 平成 29 年度～ 福山市、府中市、広島県、

中国地方整備局 
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7. フォローアップ

今後、想定最大規模の洪水に対する取組方針については、改めて検討を行い、必要に応

じて取組方針の見直しを実施する。 

各機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画等に反映す

ることによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むこととする。 

原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応じて取組

方針を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図

る等、継続的なフォローアップを行うこととする。 

なお、本協議会は、今後、全国で作成される他の取組方針の内容や技術開発の動向等を

収集したうえで、随時、取組方針を見直すこととする。 



（1／2）

現状の水害リスク情報や取組状況の共有

各自治体でそれぞれ又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況

項　目 福山市 府中市 広島県
気象庁

（広島地方気象台）
中国地方整備局

（福山河川国道事務所・八田原ダム管理所）

(現状）
・洪水、高潮、土砂災害による発令は、地域防災計画等に基づくマニュアル
等で定めた基準に基づき対応している。

(現状）
・洪水、高潮、土砂災害による発令は、地域防災計画等に基づくマニュアル
等で定めた基準に基づき対応している。

(課題）
・住民の避難行動につながる避難勧告等の情報は，適宜，的確に発令する
必要がある。

(課題）
・避難勧告の基準を定めているが、住民は、危険箇所の情報について十分
な把握が出来ていないことから、具体的な避難行動に繋がっていない可能
性がある。

（現状）
避難場所：
小中学校や公民館などの公共施設及び津波避難場所として民間施設を指
定し、福山市ハザードマップ、ホームページ等により周知
避難経路：
避難場所や避難経路については，自治会等が作成する学区・地区防災（避
難）計画の中で，地域の特性に応じて決めていただくこととしている。
・要配慮者施設の避難計画については策定していない。

（現状）
避難場所：
小中学校や公民館などの公共施設で、府中市ハザードマップ、ホームページ
等により周知
避難経路：
避難場所及び避難所への避難経路については、地域住民により定めること
が望ましいとして、指定はしていない
要配慮者施設の避難計画については策定していない。

（課題）
今後、河川管理者から浸水想定区域図が公表された場合は，避難場所や避
難経路の再検討が必要となる。

（課題）
今後、公表される予定である想定最大規模の浸水想定区域図を基に修正が
必要である。

（現状）
・緊急速報メール，防災行政無線、登録制メールによる周知
・各自治会長への一斉ファックス（学区毎の連絡網）
・HPへの掲載
・車両による広報（現地巡回）
・Ｌアラートを通じたテレビ，ラジオ放送

（現状）
・防災行政無線、エリアメールや緊急速報メール、登録制メールによる周知
・HPへの避難勧告等の情報の掲載
・車両による広報（現地巡回）
・各町内会長への電話連絡（地区毎の連絡網）
・Lアラート通じたテレビ放送
・コミュニティFM放送（ＦＭふくやま）

（現状）
・広島県防災情報システムにより，災害時には各市の避難勧
告等の発令状況や開設避難所の情報を，テレビのデータ放
送や，広島県ホームページ等で自動で掲載するシステムを構
築している。（情報の入力は市職員が行う）

（現状）
・気象情報等を自治体及び報道機関、気象庁HPを通じ、住民
等へ周知している。

（現状）
「川の防災情報」や地上デジタル放送のデータ放送にて、水
位・雨量等の防災情報を提供

（課題）
・情報が確実に伝達されるためには，情報を受ける市民へ情報収集手段の
確保を周知啓発する必要がある。

（課題）
・複数の情報伝達手段を用いているが、住民全てに情報を伝達するため、情
報収集方法を住民に周知する必要がある。

（課題）
情報の入手手段について、住民へ幅広く周知する必要があ
る。

（現状）
・福山防災大学や自主防災組織を対象にした研修会など地域防災を担う人
材育成に取り組むとともに，各学区で地域の特性に応じた実効ある防災（避
難）計画が作成されるよう説明会やワークショップなど地域への支援に取り
組んでいる。

（現状）
・防災士養成助成や防災リーダー研修などにより、地域防災リーダーの育成
に努めている。

（課題）
・地域防災力の一層の向上に向けては，継続して人材育成や福山防災リー
ダーの活動促進に取り組むとともに，地域と連携する中で防災（避難）計画
の作成促進を図る必要がある。

（課題）
・現在の防災リーダーは年齢層が高く、若年層の防災リーダーの育成が課題
である。

②水防に関する活動
項　目 福山市 府中市 広島県

気象庁
（広島地方気象台）

中国地方整備局
（福山河川国道事務所・八田原ダム管理所）

（現状）
・国土交通省から発令される水防警報を基に、水防団への情報提供を行っ
ている。

（現状）
・国土交通省から発令される水防警報を基に、水防団への情報提供を行っ
ている。

（現状）
・水防に係る情報として、国土交通省が基準水位観測所の水
位の動向の即して「水防警報」を発した場合、県は水防管理
者に通知している。

（現状）
・国土交通省が基準水位観測所により水防警報を発表してい
る。
・災害発生の恐れがある場合は、事務所長から市町村長に対
して情報伝達手法（ホットライン）を構築している。
・河川水位、洪水予報、監視カメラのライブ映像等の情報をイ
ンターネットや報道機関を通じて伝達している。

（課題）
・水位情報等の情報が多岐に亘るため、情報錯綜により水防団との連携が
図れない恐れがある。

（課題）
・水位情報等の情報が多岐に亘るため、情報錯綜により水防団との連携が
図れない恐れがある。

（現状）
・水防法の規定に基づき巡視を実施することとしている。

（現状）
・水防法の規定に基づき巡視を実施することとしている。

（現状）
・河川水位の上昇により、氾濫注意水位を超え、避難判断水
位に到達する予測がされる場合は、出張所による河川巡視を
実施している
・八田原ダム、芦田川河口堰においては、洪水時の放流警報
区間の河川巡視を実施している。

（課題）
・災害時には人員が不足し、巡視、確認が不十分になる恐れがある。
・巡視箇所の優先順位を検討する必要がある。

（課題）
・災害時には人員が不足し、巡視、確認が不十分になる恐れがある。
・巡視箇所の優先順位を検討する必要がある。

（現状）
・水防活動に必要となる土のう 袋、ブルーシート等の資機材 のを整備してい
る。

（現状）
・土のう袋、ブルーシート等の一定の資機材の整備は実施している。

（現状）
・土のう袋、ブルーシート等の一定の資機材の整備は実施し
ている。

（現状）
・水防倉庫等に水防資機材を備蓄している。
・根固めブロックや大型土のうを所定の場所に備蓄している。

（課題）
・大規模災害発生時においては，土のう，ブルーシートなどの資機材では対
応困難

（課題）
・現在整備している資機材では、大規模災害発生時において十分な量はス
トックされていない。
・水防資機材の不足の際の連携について構築する必要がある。
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水防資機材の整備状況について Ｊ

●水防団等と河川管理者が連携して的確な水防活動を推進する
ため、水防資機材にかかる情報を共有し、適切な配置を検討する
必要がある。

Ｅ地区防災計画の促進・防災リーダーの育成

●今後も継続的に地区防災計画の作成支援、防災リーダー育成
を図り、地区毎の防災計画の作成促進、防災体制の向上を図って
いく必要がある。

河川水位等に係る情報提供について Ｆ

●水防団に対し迫り来る危機を認識してもらうためには、広範囲に
おいて、リアルタイムでの動画配信を検討する必要がある。

河川の巡視区間について

Ｇ

Ｈ

Ｉ

●.現状の巡視ルート・区間について、大規模氾濫時の有効性を検
証する必要がある。
●.堤防決壊の恐れのある箇所で土のう積み等の水防活動が的確
に行われるよう、河川巡視で得られた情報を河川管理者と水防団
等で共有する必要がある。
●水防団の連絡体制の不備等による出動、初動体制の遅れや混
乱が生じる可能性がある。

課題のまとめ

課題のまとめ

①情報伝達、避難計画等に関する事項

避難勧告等の発令基準について

●避難勧告等の基準を定めているが、住民の具体的な避難行動
に繋がっていない恐れがある。

Ａ

避難場所・避難経路について

Ｂ

Ｃ

●現状の避難場所、避難経路について大規模氾濫時の有効性を
検証する必要があるとともに、要配慮者施設の避難計画について
作成促進を図る必要がある。
●.市内の広範囲が浸水する場合等を想定し、市内だけでなく隣接
自治体の避難場所への広域避難や避難経路についても事前に検
討・調整しておく必要がある。

住民等への情報伝達の体制や方法について Ｄ

●.情報の入手のしやすさや切迫感の伝わりやすさを向上させる必
要がある。

別紙－１
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③河川管理施設等の整備に関する事項
項　目 福山市 府中市 広島県

気象庁
（広島地方気象台）

中国地方整備局
（福山河川国道事務所・八田原ダム管理所）

（現状）
・芦田川河川整備計画に基づき、事業効果の早期発現を踏ま
え、整備を実施している。
・府中市目崎地区において事業実施中

（現状）
・平成25年度より特別防災操作（適応操作）について試行中で
ある。
・平成28年6月出水においては、下流の河川管理者からの要
請により、特別防災操作（適応操作）を試行実施済み

（課題）
・特別防災操作（適応操作）においては、降雨予測、流入量予
測等の各条件が満たされた場合に実施している。今後、流入
量予測等の精度向上により更なる効果的・効率的な運用を図
る必要がある。

④氾濫水の排水運用等に関する事項
項　目 福山市 府中市 広島県

気象庁
（広島地方気象台）

中国地方整備局
（福山河川国道事務所・八田原ダム管理所）

（現状）
・大雨等で水門等閉まった際に地元操作員又は市の各担当課職員が配置さ
れ排水操作等行っている。
・緊急時に必要となる排水ポンプ車の配備はしていない。

（現状）
・大雨等で水門等閉まった際に地元操作員又は市の各担当課職員が配置さ
れ排水操作等行っている。
・緊急時に必要となる排水ポンプ車の配備はしていない。

（現状）
・排水ポンプ車、照明車を配備している。
・排水ポンプ車や照明車等の災害対策車両、機械において、
平常時から定期的な保守点検を実施するとともに、機械担当
職員等への訓練、教育も実施し、災害発生による出動体制を
確保している。

（課題）
・いざというときは国土交通省にテックフォースを依頼するなど，緊急時の排
水対策が迅速に実施できできるよう関係機関との連携を図っておく必要があ
る。

（課題）
・浸水被害、内水被害に必要となる排水ポンプ車を所有していないため国土
交通省への要請に頼らざるを得ない。緊急時の排水対策が迅速に実施でき
るよう関係機関との連携を図っておく必要がある。

（課題）
・大規模氾濫時の排水計画検討を行う必要がある。

課題のまとめ

洪水氾濫を未然に防ぐ対策等
Ｋ

Ｌ

●治水対策メニューの決定及びメニューに基づいた河川整備を行
う必要がある。

●決壊までの時間を少しでも延ばす、堤防構造の工夫を行う必要
がある。

Ｎ

●大規模水害に適応するため、既存施設や排水資機材を活用し
た効率的な排水対策計画を検討する必要がある。

八田原ダムの洪水時の操作・運用

●特別防災操作（適応操作）を的確に実施して効果を発現させる
ためには、更なる流入量予測等の精度向上が必要である。

Ｍ
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課題のまとめ

排水施設、排水資機材の操作・運用



氾濫水の排水
・施設運用に
関する事項

具体的取組 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ

・流下能力対策
・浸透対策

・河道掘削、築堤、堰改修等により河積確保
・漏水実績がある箇所等について優先的に整備

○ ○
継続実施

（32年度以降）
○

・天端の保護 ・堤防天端の舗装 ○ ○
継続実施

（32年度以降）
○

下流河川の被害を軽減するた
め、流入量予測の精度向上等に
よる更なる効率的な運用を実施

特別防災操作（適応操作）の条件となる流入量予
測等の精度向上を図ることで、効果的・効率的な
特別防災操作（適応操作）による被害軽減を図る。

○
H25年度より特別
防災操作（適応
操作）を試行中

○

・広域避難計画の策定 ・協議会の中で広域避難計画（案）を策定 ○ ○ ○ H32年度 ○ ○ ○ ○ ○
活
用

・要配慮者利用施設の避難計画
の作成および訓練の促進

・要配慮者利用施設の避難計画に水害を位置付
けていく

○ ○ ○ 平成29年度～ ○ ○
活
用

・想定最大規模降雨による洪水浸
水想定区域図、氾濫シミュレー
ションの公表

・想定最大規模降雨を用いた浸水想定区域図、氾
濫シミュレーションの策定・公表

○ ○ H29年度 ○
活
用

・広域避難を考慮したハザード
マップの改定・周知

・想定最大外力に基づいた洪水を対象に、広域避
難計画も反映した洪水ハザードマップを改定する

○ ○ 平成29年度～ ○ ○
活
用

・タイムラインに基づく実践的な訓
練

・ロールプレイング等の実践的な訓練を実施、もし
くは検討を行う

○ ○ ○ 平成29年度～ ○ ○ ○ ○ ○
参
加

・防災リーダー研修
・地域の防災リーダー活動の一環として研修会等
を実施

○ ○ 継続実施 ○ ○
参
加

・地区防災計画の作成支援
・地域防災計画の作成促進に向けたワークショッ
プや説明会の実施

○ ○ 継続実施 ○ ○
参
加

１）洪水氾濫を未然に防ぐ対策等

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策

■危機管理型ハード対策

具体的な取り組みの柱

主な内容 目標時期

実施する機関

福
山
市

府
中
市

２） ①迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

情報伝達・避難計画等に関する事項 水防に関する活動 広
島
県

河川管理施設の整備
に関する事項

■ダムの効果的・効率的な運用

気
象
庁

中
国
地
整
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■広域避難を考慮したハザードマップの改定・周知等

■タイムラインに（防災行動計画）基づく実践的な訓練

■防災教育や防災知識の普及

事項

地
域
住
民

別紙－２



氾濫水の排水
・施設運用に
関する事項

具体的取組 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ

・水防災に関する説明会、出前講
座を活用した講習会の開催

・水防災に関する説明会を開催する ○ ○ 継続実施 ○ ○ ○ ○ ○
参
加

・気象情報発信時の「危険度の色
分け」や「警報級の現象」等の改
善（水害時の情報入手のし易さを
サポート）

・警報等における危険度の色分け表示
・「警報級の現象になる可能性」の情報提供

○ 平成29年度～ ○
活
用

・スマートフォン等へのプッシュ型
洪水情報発信

・プッシュ型による情報発信（洪水予報等）の実施 ○ ○ 平成29年度～ ○
活
用

・ライブカメラの情報をリアルタイ
ムで提供

・ライブカメラの映像をリアルタイムで提供 ○ ○ 平成29年度～ ○
活
用

・関係機関が連携した水防訓練の
実施

・水防管理団体が行う訓練への参加 ○ ○ ○ ○ Ｈ29年度～ ○ ○ ○ ○ ○
参
加

・水防団等への連絡体制の再確
認、水防団同士の連絡体制の確
保と伝達訓練の実施

・無線やメールなどを活用した情報伝達手段の確
保
・情報伝達訓練等の実施

○ ○ ○ ○ Ｈ29年度～ ○ ○

・水防団や地域住民が参加する
洪水に対しリスクが高い区間の共
同点検

・毎年、国が実施している重要水防箇所等の共同
点検に参加

○ ○ ○ ○ 継続実施 ○ ○ ○
参
加

・地域の建設業者による水防支援
体制の検討・構築

・地域の建設業者も組み込んだ水防支援体制の
検討を実施し、構築する

○ ○ ○ ○ 継続実施 ○ ○ ○

・避難行動や水防活動を支援する
ための水防資機材等の配備

・各機関において備蓄している水防資機材の位置
情報、備蓄資材の情報共有を行い、災害発生時の
迅速な対応が可能となる体制を構築する。

○ 平成29年度～ ○ ○ ○ ○

・排水機場・樋門・水門等の情報
共有を行い、大規模水害を想定し
た排水計画を検討及び訓練の実
施

・排水施設の情報共有、排水手法等の検討を行
い、大規模水害を想定した排水計画（案）を作成

○ 平成29年度～ ○ ○ ○ ○

■避難行動、水防活動、排水活動に資する水防資機材の配備

17

情報伝達・避難計画等に関する事項 水防に関する活動

２） ③長期化する浸水を一日も早く解消するための排水対策

地
域
住
民

事項 主な内容 目標時期

実施する機関

■排水計画（案）の作成および排水訓練の実施

２） ②氾濫特性に応じた効果的な水防活動

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

■防災教育や防災知識の普及

福
山
市

気
象
庁

府
中
市

広
島
県

河川管理施設の整備
に関する事項

具体的な取り組みの柱

中
国
地
整


